
（平成２４年２月８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認香川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



香川国民年金 事案 459 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年 12 月から 62 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61 年 12 月から 62 年２月まで 

私は、昭和 61 年 12 月に会社を退職し、62 年３月に結婚した。国民年金

の加入手続について、時期はよく覚えていないが、市役所で行った。領収

書が残っていないので、いつ頃国民年金保険料を納付したかはっきり覚え

ていないが、納付期限が迫っていたことに気付いて、夫が運転する車に乗

って、自宅から１時間かかる社会保険事務所（当時）へ行き、３か月分の

保険料として２万 5,000 円ぐらいをまとめて納付したことを覚えているの

で、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金被保険者新規加入受付処理簿兼年金手帳記号番号払出設定簿から、

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 63 年 12 月 10 日に払い出されている

ことが確認でき、この時点で、申立期間の国民年金保険料を過年度納付する

ことが可能であるところ、申立人は、社会保険事務所で保険料を納付したこ

とを鮮明に記憶しており、申立人が、その当時、社会保険事務所で保険料を

納付するとすれば、申立期間の保険料のみであることを踏まえると、その主

張に不自然さはみられない。 

また、申立期間は３か月と短期間であり、納付したとする金額も申立期間

当時の国民年金保険料額とおおむね一致している。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



香川厚生年金 事案 937 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の船員保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和

29 年８月 10 日に、資格喪失日を 30 年６月７日とし、申立期間の標準報酬月

額を 7,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の船員保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年８月 10日から 30年６月７日まで 

船員保険の加入記録について年金事務所に照会したところ、申立期間に乗

っていた船舶Ｂの船舶所有者のＡ社は、船員保険適用船舶所有者として記録

が無いとの回答であったが、私の船員手帳には、当該期間に同船舶に乗船し

た記録がある上、給与から保険料が控除されていた記憶もあるので、当該期

間に私の船員保険の被保険者記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された船員手帳によると、申立人は、申立期間において、Ａ

社が所有する船舶ＢにＣ業務員として乗船していたことが確認できる。 

また、年金事務所は、申立人の船員保険加入記録の照会に対し、「Ａ社は、

船員保険適用船舶所有者として記録が無い。」と回答しているが、Ｄ県Ｅ市に

在ったＡ社Ｆ出張所が、申立期間において、同適用船舶所有者であったことが

確認できる船員保険被保険者名簿が存在する上、当該被保険者名簿には、申立

人が船舶Ｂに乗船していた同僚として名前を挙げた６人全員の船員保険の被

保険者記録が確認できる。 

さらに、上記６人の同僚のうち、供述の得られた３人のうち２人は、「当時、

船舶Ｂに乗り組んでいた船員は、全員、船員保険被保険者証をもらっていたと

思う。」と供述しており、Ａ社が所有する他の船舶から同船舶にＧ業務員とし

て乗船した者も、「私を除く同船舶に乗船していた船員は、船員保険に加入す

ることを条件として雇用されていたので、全員船員保険に加入していた。」と

している上、申立人及び同僚が記憶している同船舶の船員数と、同社の申立期



間における船員保険被保険者数がおおむね一致していることが確認できる。 

加えて、前述の供述が得られた同僚の一人は、「私が船舶Ｂに乗り組んだ期

間とＡ社における船員保険被保険者期間は相違していないと思う。」と供述し

ている上、別の同僚が記憶している自身の同船舶の乗船時期及び下船時期は、

船員保険被保険者記録とおおむね一致している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、船員保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、船員手帳に記載された給料及び

手当の合算額から、7,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る船員保険料を納付する義務を履行したか否か

については、Ａ社は既に解散し、当時の事業主及び船長は死亡しているため、

これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いが、仮に、事業主から申立人

に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後、被保険者資格

の喪失届も提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社

会保険事務所(当時)が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主

から当該社会保険事務所に被保険者資格の得喪に係る届出は行われておらず、

その結果、社会保険事務所は申立人に係る申立期間の保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



香川厚生年金 事案 939 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における厚生年金保険被保険者資格取

得日は昭和 44年４月１日、資格喪失日は 51年５月 16日であると認められる

ことから、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る

記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間に係る標準報酬月額については、昭和 44 年４月から同年８

月までは２万 2,000円、同年９月から 45年８月までは２万 6,000 円、同年９

月から 46 年９月までは３万 6,000 円、同年 10 月から 47 年９月までは３万

9,000 円、同年 10 月から 48 年８月までは４万 8,000 円、同年９月から 49 年

８月までは６万円、同年９月から 50 年９月までは８万円、同年 10 月から 51

年４月までは９万 8,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年４月１日から 51年５月 16日まで 

私は、昭和 44 年４月１日にＡ社に正社員として入社し、その後、同社が

経営不振のため、希望退職者を募っていたことから 51年５月 15日に同社を

退職した。 

年金事務所において、Ａ社に係る私の年金記録は確認できないとの回答で

あったが、正社員として同社で７年間電気配線等の仕事をしており、年金記

録が確認できないことに納得できないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間において、Ａ社に勤務していたことは、雇用保険の記録

から確認できる。 

また、申立人は、「Ａ社Ｃ工場で働いていた。」と主張しているところ、同社

同工場に係る厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録には、申立人と同

姓同名で生年月日の一部が相違し、基礎年金番号に統合されていない厚生年金

保険被保険者記録（資格取得日は昭和 44年４月１日、資格喪失日は 51年５月

16日）が確認できる。 

さらに、Ｂ社の総務部社会保険担当者は、「申立人は正社員である。当社は

正社員については、入社と同時に厚生年金保険、健康保険、及び雇用保険に加



入させており、申立人についても、申立てどおりの届出を行って、給与から保

険料を控除し、社会保険事務所（当時）に対して保険料を納付していた。」と

回答している上、同社から提出された昭和 44年４月 10日発行の社内報には申

立人を含む同年４月に入社した全ての新入社員 153人が紹介されており、同社

内報により、申立人と同姓の者はいないことが確認できることから、当該厚生

年金保険被保険者記録は申立人の記録であると判断できる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 44 年４月１日に厚

生年金保険被保険者資格を取得し、51年５月 16日に同資格を喪失した旨の届

出を社会保険事務所に行ったと認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、前述の申立人のＡ社Ｃ工場に係

る厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録から、昭和 44 年４月から同

年８月までは２万 2,000円、同年９月から 45年８月までは２万 6,000円、同

年９月から 46年９月までは３万 6,000円、同年 10月から 47年９月までは３

万 9,000 円、同年 10 月から 48 年８月までは４万 8,000 円、同年９月から 49

年８月までは６万円、同年９月から 50 年９月までは８万円、同年 10 月から

51年４月までは９万 8,000円とすることが妥当である。 

 



香川厚生年金 事案 940 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和

40 年３月１日に、資格喪失日に係る記録を同年８月１日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を２万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年３月１日から同年８月１日まで 

私は、Ａ社に、昭和 40年３月１日から同年７月 31日まで勤務していたに

もかかわらず、その期間の厚生年金保険の記録が無いので、調べて訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述及び当該同僚のＡ社に係る厚生年金保険の記録から、申立

人が申立期間において同社に勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社において、申立人と同職種であった二人の同僚には、同社に係る

厚生年金保険の被保険者としての記録が確認できる。 

さらに、複数の同僚が供述する当時のＡ社の従業員数と、同社の健康保険厚

生年金保険被保険者原票から確認できる申立期間当時の同社の厚生年金保険

被保険者数がおおむね一致していることから、同社は、申立期間当時、従業員

のほぼ全てについて厚生年金保険に加入させる取扱いであったことがうかが

える。 

加えて、申立人から提出された支給年の記載の無い３月分及び４月分の給与

明細書によると、報酬額に見合う厚生年金保険料が控除されていることが確認

できるところ、当該給与明細書に記載されている所得税額を基に推認できる適

用期間は申立期間とは一致せず、記載されている氏名も旧姓であるものの、上

記同僚の供述から、前述の推認できる適用期間には申立人のＡ社における勤務

実態が無いと認められることから、当該給与明細書の支給時期は申立期間以外

には考え難い上、「申立期間において、申立人は旧姓で呼ばれていた。」という



同僚の供述から判断すると、当該給与明細書は、申立期間のものであることが

認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記給与明細書に記載された報

酬額及び厚生年金保険料控除額から、２万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、申立期間に係るＡ社の被保険者原票の整理番号に欠番が見当たらないこと

から、申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われたとは考えられな

い上、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格取得届が提出された場合に

は、その後、被保険者資格喪失届を提出する機会があったこととなるが、いず

れの機会においても社会保険事務所が申立人に係る届出を記録していないと

は考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届

出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 40 年

３月から同年７月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



香川国民年金 事案 457 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39 年７月から同年８月までの期間、40 年１月から 47 年３月

までの期間及び 61 年７月から平成 11 年６月までの期間の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年７月から同年８月まで 

             ② 昭和 40年１月から 47年３月まで 

             ③ 昭和 61年７月から平成 11年６月まで 

私は、昭和 40 年にＡ県からＢ市へ転居し、同市Ｃ町Ｄの自治会（以下

「自治会」という。）の常会の場で集金係を通じて、毎月、国民年金保険

料を納付していたにもかかわらず、申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得ができない。 

申立期間における年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①及び②のうち、Ｂ市に転居する前の申立期間①及び昭和 40 年

１月から同年 11 月までの期間について、改製原附票から、申立人はＥ市

（現在は、Ｆ市）に住民登録されていたことが確認できるところ、申立人

は、同市において国民年金保険料を納付した記憶が無い上、「Ｂ市に戻っ

てから、過去の分の保険料を納付したことは無い。」としており、当該期

間に係る保険料の納付状況は不明である。 

２ 申立期間②のうち、Ｂ市に転居後の昭和 40年 12月から 47 年３月までの

期間について、改製原附票から、申立人及びその夫は 40 年 12 月１日付け

で同市に転入していることが確認できるところ、申立人は、「はっきりとは

覚えていないが、私と夫の国民年金の加入手続は、住民票の転入届などの

一連の手続と同時に行ったと思う。」と主張しているが、国民年金受付処理

簿から、夫の国民年金手帳記号番号は 43 年１月頃に払い出されているもの

と推認される上、申立人の国民年金被保険者台帳は 48 年６月 11 日にＧ社

会保険事務所（当時）からＨ社会保険事務所（当時）に移管されているこ

とが確認できることから、同市への転入時に、申立人及びその夫の国民年

金の加入手続が行われたとは考え難い。 



また、申立人は、当該期間の国民年金保険料の納付について、「毎月、自

治会の常会の場で集金係を通じて納付した。」と主張しているものの、当該

自治会は、当該期間に係る集金関係資料を保管しておらず、当該自治会の

加入者からも申立人の保険料の集金状況に関する供述を得ることができず、

申立人の当該期間における納付状況を確認することができない。 

３ 申立期間③について、自治会から提出された自治会集金帳によると、当

該自治会において、当該期間に係る申立人の国民年金保険料を集金してい

ない記録となっていることが確認でき、自治会の常会の場において集金係

を通じて保険料を納付したとする申立人の主張と符合しない。 

４ 申立人は、申立人の夫への事情の聴取を希望していないことから、夫か

ら国民年金の加入状況及び申立期間①、②及び③における国民年金保険料

の納付状況を確認することができない。 

５ このほか、申立期間①、②及び③は合計 245 か月と長期間に及んでおり、

この間、事務処理誤りが繰り返し行われたとは考え難い上、申立人が当該

期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付してい

たものと認めることはできない。 



香川国民年金 事案 458 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60年 12 月、平成２年４月、同年６月から同年 12月までの期

間及び 13年 10月から 14年６月までの期間の国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 60年 12月 

             ② 平成２年４月 

             ③ 平成２年６月から同年 12月まで 

             ④ 平成 13年 10月から 14年６月まで 

Ａ社会保険事務所（当時）から私に国民年金保険料の納付督促の電話が

あったので、平成 16 年８月の台風が来ていた日に、母と一緒に同社会保険

事務所に出向き、国民年金の窓口で過去の未納保険料を全て一括で納付し

た。時効の説明は無く、それまでの未納保険料を全て納付できると言われ

たことをはっきりと覚えている。納付金額は、45 万円から 50 万円ぐらい

で、それまでの納付書を計算してお金を事前に準備していた。資金につい

ては、二つの預金口座から引き出した約５万円と手持ちの約５万円を合わ

せて約 10 万円を自分で用意し、母から 40 万円借りた。持参した納付書は

期間が古いせいか使用されず、手書きで、カーボンの色が茶色とモスグリ

ーンを混ぜたような変わった色をした、縦長の領収証を何枚か受け取った。

窓口で対応した若い男性職員は何回も保険料額の計算を間違うなど、同社

会保険事務所の対応に不信感を持ったことを鮮明に覚えている。 

間違いなく申立期間の国民年金保険料を納付したので、年金記録を訂正

してもらわないと納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「平成 16 年８月に申立期間を含むそれまでの未納期間の国民年

金保険料を一括で納付した。」としているところ、オンライン記録から、同年

８月 23日に、その時点で納付可能な 14年７月から 15年５月までの期間、同

年 11 月から 16 年３月までの期間及び同年５月から同年６月までの期間の保

険料を一括納付していることが確認できる一方、申立期間の保険料を納付し

た形跡は見当たらず、当該一括納付時点では、制度上、申立期間は時効によ



り保険料を納付できない期間である。 

また、平成 16 年末当時、申立人が勤務していた会社から提出された申立人

に係る「平成 16 年分給与所得者の保険料控除申告書兼給与所得者の配偶者特

別控除申告書」によると、同年中に納付した国民年金保険料として記載され

ている金額は、オンライン記録により確認できる平成 16 年８月 23 日に納付

された国民年金保険料額と一致している。 

さらに、Ｂ年金事務所が保管する平成 16 年８月 23 日にスタンプ領収機に

より領収した国民年金保険料の「領収（納付受託）控」（以下「スタンプ領収

証」という。）を確認したところ、申立人に係るスタンプ領収証に記された納

付期間は、前記オンライン記録の納付期間と一致している上、その前後を含

めて当該スタンプ領収証の領収番号に欠番は無い。 

加えて、申立人及びその母親名義の預金口座に係る取引履歴明細表により、

平成 16 年７月及び同年８月に出金記録は確認できるが、申立内容を裏付けて

いるとまでは推認し難い。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



香川国民年金 事案 460 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年３月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年３月 

私は、勤めていた会社の退職に伴い、厚生年金保険の被保険者資格を平成

２年３月 23 日に喪失し、その後、同年４月１日付けで高等学校の職員となり、

Ａ共済組合に加入したが、死亡した先妻が自身の国民年金の種別変更手続と

私の国民年金の加入手続を同年３月に行い、申立期間に係る二人の国民年金

保険料を納付してくれていたはずである。 

申立期間について、先妻だけが国民年金保険料を納付した記録になってい

るのは納得できないので、調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する年金手帳には、申立期間に係る国民年金の被保険者資格

取得・喪失の記録が無く、国民年金の被保険者となった日は平成 18 年４月１

日と記録されている上、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡

が見当たらないこと、及び申立期間に係る申立人の先妻の国民年金保険料の

納付記録が確認できる市においても、申立期間に係る申立人の国民年金の加

入手続が行われた記録は見当たらず、申立人の国民年金加入が確認できるの

は同年４月１日であるとしていることを踏まえると、申立期間は、国民年金

の未加入期間であり、制度上、保険料を納付できない期間である。 

また、申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び保険料の納付に

関与していない上、これらを行ったとする申立人の先妻は、既に死亡してお

り、申立期間の国民年金の加入手続及び保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



香川厚生年金 事案 938 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年３月 22日から 55年８月 16日まで 

私は、高校卒業後、Ａ社に新規採用され、同社Ｂ支社管内のＣ営業所で

経理事務を担当し、入社時の基本給は十数万円であった。 

申立期間のＡ社Ｂ支社における標準報酬月額は、昭和 48 年３月から同年

９月までは３万 9,000 円、同年 10 月から 49 年７月までは６万円、同年８

月から 50年７月までは８万円、同年８月から 52年７月までは 11 万円、同

年８月から 53 年９月までは 12 万 6,000 円、同年 10 月から 54 年９月まで

は 13 万 4,000 円及び同年 10 月から 55 年７月までは 14 万 2,000 円となっ

ているが、それぞれ、13 万 4,000 円、14 万 5,000 円、17 万 4,000 円、23

万 8,000 円、26 万 5,000 円、27 万 8,000 円及び 29 万 7,000 円の給与額が

あったと記憶している。 

年金事務所の記録は著しく低い標準報酬月額となっているので、年金記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に入社してから退社するまでの期間に係る同社Ｂ支社にお

ける標準報酬月額の相違を申し立てており、同社入社時の給与について、

「基本給だけでも十数万円あり、総額で 13 万 4,000円程の金額であった。」

と主張している。 

しかしながら、申立人と同時期に、高等学校を卒業し、Ａ社に入社後、事

務を担当した複数の女性の同僚及び申立人の資格取得時の標準報酬月額は、

全員同額（３万 9,000 円）であることが確認できるところ、当該複数の同僚

から聴取した入社時の給与額は、いずれも前述の資格取得時の標準報酬月額

とほぼ一致している上、当該複数の同僚は、「入社時の女性事務員の給与額



は勤務地や部署により差は無く、同程度の金額であった。」旨供述している。 

また、前述の複数の同僚は、「Ａ社に入社してから退社するまでの期間に

係る標準報酬月額と実際の給与額はおおむね一致している。」旨供述してい

るほか、同社Ｂ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ても、標

準報酬月額が遡及して訂正された形跡は無く、不自然な点は見当たらない上、

同社が加入していたＤ厚生年金基金における申立人の標準給与はオンライン

記録と一致していることが確認できる。 

さらに、申立期間当時、中学校を卒業後、Ａ社に入社し、販売を担当した

同僚から提出された給与計算書のうち、支払年月の確認できた同計算書の厚

生年金保険料控除額は、オンライン記録により確認できる標準報酬月額に基

づく同保険料額と一致又は低額であることが確認できる。 

加えて、Ａ社本社の現在の人事担当者は、「人事記録や賃金台帳などの当

時の資料は確認できない。」と回答しており、申立期間当時の申立人に係る

報酬月額及び厚生年金保険料控除額を確認できる関連資料及び供述を得るこ

とができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



香川厚生年金 事案 941 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45年１月 13日から同年 11月 13日まで 

             ② 昭和 46年３月 22日から同年７月 10日まで 

私は、申立期間にＡやＢを作っていたＣ社に勤務していた。同社は、株

式会社であったので厚生年金保険に加入してくれていたと思うが、記録が

無いので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

元事業主及び申立期間に厚生年金保険の被保険者記録がある複数の同僚の

供述から、申立人が、申立期間当時、期間の特定はできないものの、Ｃ社に

勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、複数の同僚が社会保険事務の担当であったと供述する元事

業主の妻は、「正社員であれば、厚生年金保険の加入届出はしていたが、出勤

日数が少なく厚生年金保険の加入資格が無い人や、パート勤務者のうち本人

の希望により厚生年金保険の加入届出をしない人がいた。」と供述しているこ

と、及び申立人がパート勤務者として名前を挙げた同僚の厚生年金保険の記

録が見当たらないことを踏まえると、Ｃ社では、当時必ずしも従業員全員を

厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

また、複数の同僚は、いずれも「申立人が正社員であったかどうかは分か

らない。」旨供述している。 

さらに、Ｃ社は、昭和 47 年４月 18 日に厚生年金保険の適用事業所に該当

しなくなっており、既に解散している上、元事業主及びその妻は、申立期間

当時の賃金台帳等の資料を保管しておらず、申立人の申立期間における勤務

実態や厚生年金保険料控除に関する関連資料及び供述を得ることができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認



できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


